
1973年（昭和48年）北九州市門司区生まれ。田野浦小、早鞆中、門司高、北九州予備校（2浪）、京都大学卒。松下政経塾、
前原誠司代議士秘書等を経て、03年衆院選で初当選。09、１７年衆院選で当選（現在３期目）。文部科学大臣政務官、
衆院予算委理事等を歴任。現在、衆院文部科学委員会理事、国民民主党広報局長、国民民主党文部科学部門長、国民
民主党福岡県連代表。得意分野：教育、科学技術、安全保障、行政改革。好きな食べ物：ラーメン。

衆議院議員 きいたかし（城井 崇）のプロフィール
地元北九州で東奔西走。１男２女のパパとしても子育て奮闘中。

「現行法適用による、より速やかな対策」「大胆な経済対策」「与野党政府合同会議の設置」

給付

092-643-3446

新型コロナウイルスの影響で
売上が減少したら

092-643-3420
福岡県中小企業振興課地域経済係上限 50万円（法人）、25万円（個人事業）

前年同月比で▲30-50％減少中小企業緊急支援金福岡県

093-582-2299
北九州市緊急経済対策室上限40万円

補助率4/5 対象施設数：約1万施設北九州市 店舗の賃料支援

092-643-3457
福岡県観光振興課観光産業係給付額50万円　補助率3/4宿泊事業者の感染防止対策支援福岡県

092-643-3449
福岡県新事業支援課新分野推進係上限50万円　補助率3/4デリバリー等取組支援福岡県

092-643-3574
福岡県園芸振興課花き係民間企業がオフィスや店舗で飾る花：1回2万円

花き産地が地元公共施設で飾る花：1産地27万円「花あふれるふくおか」推進福岡県

093-551-8150
北九州市観光課６万人泊り（1人泊あたり1,000円～3,000円）北九州市 宿泊モニターキャンペーン

092-643-3425
福岡県中小企業振興課経営支援係国の「ＩＴ導入補助金」に上乗せ

国の補助率2/3 → 国＋県の補助率3/4テレワークの導入支援福岡県

093-551-8150
北九州市観光課15,000人泊　補助率1/2

（1人1日利用あたり3,000円）北九州市 テレワーク推進北九州応援プラン

093-582-2050
北九州市商業・サービス産業政策課上限150万円（50万円×3か月）

補助率10/10　５月上旬開始予定北九州市 我が町思いやりデリバリー事業

経済産業省中小企業 金融・給付金相談窓口
0570-78-3183

上限 200万円（法人） 100万円（個人事業）
前年同月比で50％以上減少持続化給付金

通販サイトを活用して 3割引で販売
キャンペーン開始 5月2日（土）

福岡県観光地域づくり係「福岡県ウェブ物産展」福岡県

050-8880-4053
ものづくり補助金事務局サポートセンター新型コロナの影響を乗り越えるために前向きな投資を行う事業者

上限1,000万円　補助率2/3
ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進補助金

0120-60-3999
学校等休業助成金支援金等相談センター小学校休校で労働者に有給休暇

１人１日8,330円上限小学校休業等対応助成金

093-551-3619
北九州市小倉ワンストップ相談窓口（4号）１００％保証 （前年比20％以上売上減少)

（５号）８０％保証 （前年比5％以上売上減少）セーフティネット保証4号・5号

小学校休校で休業したフリーランス
１人１日4,100円定額小学校休業等対応支援金

厚生労働省北九州雇用調整助成金臨時窓口
093-616-0860休業等助成 １人１日8,330円上限雇用調整助成金（コロナ特例）

経済産業省中小企業 金融・給付金相談窓口
0570-78-3183無利子・無担保融資（日本政策金融公庫等） 限度額 6,000万円（国民事業）3億円（中小事業）前年比5％以上の売上減少　最長5年間据置

092-643-3424
福岡県中小企業振興課金融係中小企業向け制度融資福岡県 限度額 3,000万円 保証料全額補填

無利子・無担保　最長5年間据置
貸付

従業員に休業してもらうために

子どもがいる従業員のために

子どもがいるフリーランスのために

資金繰りに困り
融資を受けたいときに

限度額（別枠） 1,000万円（国民事業）
前年比5％以上の売上減少 当初3年間金利0.9%引下げマル経融資の金利引下げ 0570-78-3183

経済産業省中小企業 金融・給付金相談窓口

法人税や消費税の納付に困ったら 納税の1年間猶予 小倉税務署093-583-1331
門司税務署093-321-5831

厚生年金保険料の支払に困ったら 申請日から１年の範囲内で猶予厚生年金保険料の納付猶予 小倉北年金事務所093-583-8340
小倉南年金事務所093-471-8873

03-3501-2036
中小企業庁小規模企業振興課テレワーク環境、非対面・遠隔サービスなどの整備

上限100万円　補助率2/3小規模事業者持続化補助金
サービス等生産性向上IT導入支援事業コールセンターITツール導入、テレワーク推進、PC・タブレット等のレンタル費用

補助額30-450万円　補助率2/3IT導入補助金 0570-666-424

日本政策金融公庫事業資金相談ダイヤル
0120-154-505セーフティネット貸付（日本政策金融公庫等） 限度額 4,800万円（国民事業）7.2億円（中小事業）

売上減少の実績がなくても見込まれる場合　最長3年間据置

各民間金融機関にご相談ください無利子・無担保融資（民間金融機関） 限度額 3,000万円前年比5％または15％の売上減少 最長5年間据置

テレワーク相談センターコールセンター新たにテレワークを導入した中小企業事業主、PC・タブレット等のレンタル費用
上限100万円　補助率1/2働き方改革推進支援助成金（テレワーク） 0120-91-6479

減額
免除
猶予

税控除を受けたいときに テレワーク用設備等を導入する場合　
即時償却または7％（資本金3,000万円以下は10％）税額控除中小企業経営強化税制 03-6281-9821

中小企業税制サポートセンター

新型コロナの影響を
乗り越えるため
テレワークなどの
準備をしたい

0120-60-3999
学校等休業助成金支援金等相談センター

申請は9/30まで

申請は9/30まで

原則１年間納付猶予

新型コロナウイルス感染症対策の主な相談窓口
※個人・世帯向けは表面に掲載しています
事業主向け

（４月30日現在）　※各支援策は日々更新されております。最新の情報は、各相談窓口、ホームページなどにてご確認ください。


